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日本版 SOX 法に適応した財務書類の管理サービスを提供 

 

株式会社セキュリティリサイクル研究所（東京都中央区 代表取締役：北村 愼一）

は、日本版 SOX 法に適応した財務書類の情報管理サービスを 2006 年 4 月より開始いたし

ます。 

 

米国では、エンロン事件、ワールドコム事件を契機に SOX 法（サーベンス・オクスリー

法：企業改革法）が 2002 年 7 月に成立し、日本においても日本版 SOX 法の策定作業が金

融庁を中心に進められてきました。 

 

日本版 SOX 法（J-SOX）は、上場企業の相次ぐ会計不祥事を防止するために導入される

法規制であり、適用時期は 3 月決算の会社の場合 2008 年 3 月期（すなわち 2007 年 4 月）

からと推定されており、特に多くの連結子会社等を持つ会社にとって内部統制の文書化作

業の開始は緊急の課題となっています。一部の大手企業では既に内部統制プロジェクトを

立ち上げ、準備が進められていますが、まだ、多くの企業が具体的な対応への模索中とい

う状況のようです。 

 

同法では、財務報告の透明性を確保するため、その基礎となる企業内の各データ、業務

プロセスを含めて明確化、文書化することが義務付けられるほか、業務遂行に必要な情報

が、適時かつ適切に識別、把握及び処理、伝達されることを求めています。つまり、これ

まで以上に社内情報管理を徹底し、必要な時に必要なデータが抽出できる検索性の確保、

情報管理システムへのアクセス権限の整備、アクセスログの管理などが必要となります。 

 

現状では、膨大な財務書類は文書箱に投入し保存年限まで外部の倉庫などで保管するこ

とが一般的ですが、ほとんどの倉庫会社は箱単位の管理であり、出庫検索などの依頼も FAX

で要請を受けている状況です。書類単位の詳細な管理までは対応できず、文書箱の出し入

れに関する履歴管理も曖昧です。 



そのような状況の中、㈱セキュリティリサイクル研究所では、日本版 SOX 法に適応した

財務書類の管理サービスの提供を開始します。同サービスは、企業等の膨大な財務書類の

管理をセキュアな情報管理センターにて代行します。機密文書の書類１枚単位での在庫状

況が、ＷＥＢ上からリアルタイムに確認できるうえに、部署毎の閲覧制限、個人毎の業務

権限管理、各種業務依頼履歴管理、アクセスログ管理などが可能です。また、ワンタイム

パスワードの導入、IP 制限、強制パスワード変更機能などによりセキュリティも万全で、

日本版 SOX 法はもちろん、個人情報保護法にも適応した情報管理サービスです。 

自動立体倉庫システムの稼働に合わせ、４月からのサービス開始の予定です。 

以 上 


